  機械器具卸売業

受注・販売状況をみると、22年年初から前年同期で増加に転じ、リーマンショック前の７割程度の水準にまで回復している。収益は各社とも経費圧縮に努めたものの悪化したが、現在は改善基調にある。今後の見通しは、受注については、自動車関連などの輸出関連業種向けを中心に回復が続くとみられる。ただ、最近の急激な円高が当業界への受注減少につながることが懸念される。
業界の概要
当業界における取扱品目は、工作機械、機械工具類、加工機械の伝導装置用品、運搬荷役機械、測定機器などである。これらは、用途別、材質別、サイズ別に細分化されており、膨大な品種にのぼることから、いくつかの得意分野に特化している企業が多い。
機械器具の流通は、メーカーから出荷された後、その代理店である一次卸商、さらに二次卸商（直需店）を経て、ユーザーに納入されるのが通例であるが、化学機械、運搬機械などは、メーカーからユーザーに直販され、また、工作機械などは一次卸からユーザーに販売されるなど、流通経路は商品によって多種多様なものとなっている。

機械器具卸売業は、数多くのユーザーの個別需要に応じた多品種少量の商品を扱い、営業活動にも多頻度配送など小回りが要求されることから、中小企業性の強い業種となっている。現に平成19年における大阪府の一般機械器具卸売業を規模別にみると、従業者数20人未満の事業所数が全体の87.0％を占めている（経済産業省『商業統計表産業編（都道府県表）』）。

大阪の地位
19年の大阪府内の一般機械器具卸売業は、事業所数2,939、従業者数３万3,316人、年間販売額２兆8,649億円である（経済産業省『商業統計表産業編（都道府県表）』）。全国に占める割合をみると事業所数10.2％、従業者数11.8％、年間商品販売額11.9％と、大阪府は東京都に次いで２番目の地位を占めている。
これらの卸売業者は、大阪市西区立売堀、東大阪市の機械卸業団地などに集積している。

受注はピーク時の７割程度にまで回復
機械器具卸売業の受注・販売状況をみると、20年秋のリーマンショック以降低迷が続いていたが、22年の年初から前年同期で増加に転じ、リーマンショック前のピーク時に比べると、６割から７割程度にまで回復している。

このうち、工作機械など機械類の受注は、電子部品や半導体製造装置業界向けで持ち直しの動きがみられるものの、自動車関連業界向けの回復力が弱く伸び悩んでいる。

機械工具類は、22年に入り回復の動きが顕著である。とりわけ、自動車、鉄鋼関連企業向けが好調であり、中国向け輸出が好調な工作機械業向けも月を追うごとに増加基調である。ただ、中小企業向けは、伸び悩んでいる。
　収益は悪化

リーマンショック以降の受注減少を受け、各社とも残業の抑制など人件費の削減や広告宣伝費などの圧縮に努めたものの、顧客の値引き要請や、在庫商品の評価減の影響もあり、収益は悪化した。しかし、22年以降、製品単価は下げ止まっており、収益は改善基調にある。
　組合を中心に業界発展に取り組む

業界は中小企業が多く、自社単独で体系的な人材育成が困難である。そこで、大阪機械器具卸商協同組合では、経営講座を定期的に開催している。これは、組合所属企業の若手経営幹部を対象に、経営に即した企業財務を体系的に講義するものである。財務知識を習得するとともに、将来の経営者仲間の人脈を築くことが期待されている。これ以外にも、組合企業の経営者が組合編集のテキストを使った若手教育セミナーや工作機械の実習セミナーを開催している。
また、組合員企業による共同配送も開始した。大手企業は運送会社に対する交渉力が強いため、低価格で発送が可能であるのに対し、中・小規模の企業では、配送量が少なく割高な運送料になりがちである。そこで、組合員企業が商品をまとめて発送することにより、発送量を増やして運送料を下げることを狙っている。運送会社は組合企業を巡回して商品を集荷し、関西の発注先に限って翌日に配送する。運送会社は既存の集荷ルートを使い、特別な投資は行わないので低料金で引き受けるため、配送費をかなり抑えられるという。

このように組合が中心になって、業界の発展に取り組んでいる。
今後の見通し

受注は、今後も自動車関連、工作機械などの輸出関連業種向けを中心に回復が続くとみられる。ただ、最近の急激な円高がこれら輸出関連業種に影響を及ぼして、当業界への受注減少につながることが懸念される。

　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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